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令和５年度 鎌倉市地域脱炭素化促進事業 

業務内容 
 

1  昨年度実施した事項 

令和４年（2022年）５月に「鎌倉市地球温暖化対策地域実行計画（区域施策編）」（以下

「区域施策編」という）を改訂したところである。 

昨年度には、本市の目標である 2030 年度の二酸化炭素排出量の 46％削減と 2050 年の

脱炭素社会実現に向けて、再生可能エネルギーの導入ポテンシャルを調査し、地域脱炭素

の施策と「地域脱炭素化促進事業の対象となる区域（以下、促進区域という）」について

検討を進めた。 

 

2  今年度実施する事項 

昨年度の実施事項を踏まえ、本業務は、次の（１）～（４）の検討を深めることで、昨

年度の検討をより具体化し、本市の目標達成の実現性を高める。 

（１）本市の目標達成に向け優先して推進する事業について 

（２）地域脱炭素の施策の実現に向けた事業者等との連携について 

（３）「鎌倉市地球温暖化対策地域実行計画（地域脱炭素化促進事業編）」について 

（４）二酸化炭素排出量、再エネ導入量等のモニタリング手法について 

 
 

(１)  目標達成に向けて優先して推進する事業 
区域施策編に掲げた施策の中から、本市の目標達成に向けて優先的に推進する事業を

５つ選定し、その具体化に必要な情報を収集・整理する。また、選定した事業のうち、深

沢地域整備事業と併せて実施することが望ましい事業を検討する。 

実施フローは図 2－1の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 実施フロー 

  

・「区域施策編」等の主な事業をリストアップする。 

・選定基準を設定し、リストアップした事業から推進事業を５

つ選定する。 

・深沢地域で実施する事業を１つ以上選定する。 

①推進事業の

選定 

・①で選定した事業の具体的な情報（実施場所、二酸化炭素排

出量、予算、スケジュール）を整理する。 

・事業実施に当たり、遵守すべき法令等を他課と調整する。 

②具体化に必要

な情報整理 

・整理した情報から事業の実現可能性を踏まえ、事業を決定

する。 

③推進事業の

決定 

資料２－２ 
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(２)  地域脱炭素の施策の実現に向けた事業者との連携 
鎌倉市の地域脱炭素化の施策を連携して実施できる事業者を公募する。応募した事業

者等（10社程度）に対して 2回のヒアリング（60分/回程度）を行い、地域脱炭素化の具

体的な取組、将来の絵姿等を検討する。公募に当たっては説明会を実施する。 

実施フローは図 2－2の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 実施フロー 
 

 

 

  

・地域脱炭素化の施策を連携できる事業者を公募する。 

・公募に当たっては説明会を実施する。 

・応募のあった事業者から、提案の内容等を基にヒアリング対

象を 10者程度選定する。 

・提案の内容が、「2 (１) 目標達成に向けて優先して推進する

事業」で選定した事業と近い事業者を選定する。 

①ヒアリング  

対象事業者の

選定 

・1回目のヒアリングでは以下を協議する。 

a 鎌倉市の地域課題 

b.事業者が実施していく地域脱炭素の取組と課題 

c.同取組と地域課題の関連性 

d.鎌倉市の将来の絵姿 

②ヒアリング 

1回目(将来の

絵姿等の共通

認識の醸成) 

・2回目のヒアリングでは以下を協議する。 

a.1回目のヒアリングで保留となった事項の再協議 

b.事業者等の地域脱炭素の取組の詳細（二酸化炭素削減量、

取組開始時期、波及効果等） 

c.同取組における鎌倉市と事業者の役割 

d.本市に求められる支援やそれに伴う予算措置、その他 

・協議に当たっては、各事業者の 1回目のヒアリング結果を支

障ない範囲で共有する。 

③ヒアリング 

2回目(事業計

画や削減効果

等、取組の具

体的な協議) 

・ヒアリング結果を基に、本市における脱炭素の取組の一覧、

将来の絵姿を整理する。 

④ヒアリング結

果の整理 
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(３)  「鎌倉市地球温暖化対策地域実行計画（地域脱炭素化促進事業編）」 
鎌倉市地球温暖化対策地域実行計画（地域脱炭素化促進事業編）（以下、促進事業編と

いう）（案）を作成する。 

実施フローは図 2－3の通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－3 実施フロー 
 

 

(４)  二酸化炭素排出量、再エネ導入量等のモニタリング手法 
鎌倉市の地域脱炭素化の施策の実施に当たっては、その成果（二酸化炭素排出量、エネル

ギー消費量、再エネ導入量等を想定）を把握するため、毎年度把握するためのモニタリング

方法も検討する。 

 

―以上― 

・昨年度の検討結果を基に、促進区域（案）を作成する。 

・神奈川県基準等、新たに考慮すべき事項を反映する。 

①促進区域（案） 

の作成 

・地域脱炭素化促進事業計画の認定に当たり、確認すべき事項

（国の法令等）を整理する。 

・整理した事項について、基準を検討する。 

②地域脱炭素化

促進事業の認

定基準の整理 

・市域全体及び促進区域ごとの再エネ導入目標を決定する。 

・昨年度の実施結果（再エネ導入量の推計値等）を基に、市域

外から調達すべき再エネ量を推計する。 

④再エネ導入

目標（案）

の決定 

・①～④の調査結果を基に、「促進事業編」（案）を作成する。 

⑤「促進事業

編」（案）の

作成 

・「2 (１) 目標達成に向けて優先して推進する事業」にて選定

した事業、「2 (２) 地域脱炭素の施策の実現に向けた事業者と

の連携」にてヒアリングした情報を基に、促進区域内で実施す

る事業を整理する。 

③促進区域内で

の実施事項の

整理 


